
１．財政投融資を活用している事業の主な内容

２．財政投融資計画額等
（単位：億円）

３．当該事業に関する政策コスト分析の試算値

① 政策コスト （単位：億円） ③ 経年比較分析（対前年度実質増減額の算出） （単位：億円）

② 投入時点別政策コスト内訳 （単位：億円）

④ 発生要因別政策コスト内訳 （単位：億円）

⑤ 感応度分析（前提条件を変化させた場合） （単位：億円）

※
2
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【実質増減額の要因分析】
　○ 政策コストの増加要因
　　・新規融資に伴う事務費等の増によるコスト増　（+18億円）
　　・3年度貸付・借入見込の改定によるコスト増　（+16億円）
    ・その他（貸倒の増によるコスト増等）　（+4億円）

　○ 政策コストの減少要因
　　・4年度新規融資分の利差によるコスト減　（△28億円）

① 分析期首までに投入された
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日本私立学校振興・共済事業団（助成勘定）
https://www.shigaku.go.jp/

4年度財政投融資計画額 3年度末財政投融資残高見込み
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単純増減

3,260

3年度 4年度

  学校法人等に対し、私立学校の教育条件の維持・向上及び学生生徒等に係る修学上の経済的負担の軽減や、私立学校経営の健全化を
　目的として、その設置する私立学校の校地・校舎等の施設設備の整備等に要する長期・低利資金の貸付事業を行っている。
　　（参考）  財政投融資対象外の事業としては、私立大学等経常費補助金の交付、助成金の交付、寄付金の受入れと配付、基金の募集と
　　　　　　　 資金の交付、経営支援・情報提供、授業料等減免費交付金の交付がある。

増　減



４．分析における試算の概要及び将来の事業見通し等の考え方

① 試算の対象：日本私立学校振興・共済事業団（助成勘定）で行う貸付事業

② 試算の対象事業規模：令和2年度末貸付残高5,437億円、3年度の貸付予定額は600億円、4年度の貸付予定額は570億円。

③ 分析期間：令和4年度から最長の債権が回収される34年度までの31年間。

④

⑤

５．補助金等が投入される理由、仕組み、国庫納付根拠法令等

【根拠法令等】

［出資金規定］

＜日本私立学校振興・共済事業団法＞

［国庫納付規定］

＜日本私立学校振興・共済事業団法＞

＜日本私立学校振興・共済事業団法施行規則＞

第21条  法第36条第1項の文部科学省令で定める額は、20億円とする。

６．特記事項など

（参考）当該事業の成果、社会・経済的便益など　

①    出融資等実績

・　昭和27～令和2年度融資実績（累計）：3兆3,365億円（38,034件）

・　令和2年度融資実行実績：359億円（91件）

・　令和2年度末融資残高：5,437億円（2,110件）

・　令和4年度融資計画額：570億円

②    主たる政策目的及び社会・経済的便益

（計画）

令和5年度以降0.09％

第36条  事業団は、第26条において準用する独立行政法人通則法第29条第2項第1号に規定する中期目標の期間の最後の事業
            年度に係る前条第1項又は第2項の規定による整理を行った後、助成業務の運営の健全性を勘案して文部科学省令で定
            める額を超える額の積立金がある場合には、その超える部分の額に相当する金額を国庫に納付しなければならない。

令和5～34年度の平均償却率0.14％-

0.09%

貸倒償却率 - - - -0.01%

（実績） （見込み）

繰上償還率 0.02% 0.00% 0.02% 0.09%0.34%

① 事業団の政策コストの大宗は政策的に貸付金利を低く抑えるために投入された出資金の機会費用である。事業団の融資は、
    私立学校の教育条件の維持及び向上並びに私立学校に在学する学生生徒等に係る修学上の経済的負担の軽減や学校法人
    の経営の安定化に寄与している。

② 事業団の助成勘定については、日本私立学校振興・共済事業団法に基づき、中期目標、中期計画、年度計画及び評価等につ
    いて、独立行政法人通則法の関係規定を準用し、会計についても独立行政法人会計基準により処理している。

　 私立学校には、大学生の約7割、高校生の約3割、幼稚園児の約9割が修学するなど、私立学校がわが国の公教育に果たす役割の
重要性に鑑み、一時的に多額の費用を必要とする施設整備等の資金の一部を事業団が長期・低利で融資している。このことは、私立
学校の個性豊かな教育研究活動の活性化を促し、わが国の学校教育の向上に大きく貢献しているものであり、ひいては、将来を担う人
材育成や新技術の開発・新産業の創出等につながるなど、わが国の発展に大きく寄与するものとなっている。
　 本事業は、学校法人の資金需要に対して民間金融機関では対応が困難な長期・低利の融資を行っている。また、政策課題に対応し
た貸付条件の有利な融資の実施や災害復旧に対する融資などの緊急政策融資の実施等を行い、私立学校を設置する学校法人の中
長期的な経営の安定化や教育環境の整備充実に大きく貢献している。

（1） 学校法人の借入金に占める事業団融資の割合
　 高等学校以上を設置する学校法人の借入金の状況について、民間金融機関と比較した場合の事業団融資の割合（令和2年度末）
は以下の通りである。
　　・ 借入期間20年　　　　・・・・・・・・・・・・　68.9％       　　・ 借入期間10年以内　・・・・・・・・・・・・ 12.3％

（2）　緊急政策融資等の実施
　 政策課題に対応した貸付条件の有利な融資の累計額（平成28年度～令和2年度）は以下の通りである。
　　・　東日本大震災・平成28年度熊本地震復旧支援融資  　　　　　93億円
　　・　私立学校耐震化事業              　　　　　　　　　　　　　　　　   651億円

繰上償還（補償金無）については、令和4年度に5億円の受入を予定していることから、これに基づき推計し、5年度以降について
は、各年度の期首における長期貸付金残高に4年度の実績見込の率（0.09％）を乗じて算出している。また、補償金付繰上償還
（平成10年10月に制度導入）は過去の実績を踏まえ、各年度の発生額を20億円とし、それに伴う補償金収入を計上している。

貸倒償却については、令和2年度末の破綻懸念先・実質破綻先・破綻先に分類した債権について、回収不能額の51億円を5年度
から16年度までに償却している。 また、令和5年度以降に新たに発生する滞納元金については、破綻懸念先・実質破綻先・破綻
先債権の平成28年度から令和2年度における各年度の新規発生率等を考慮して算出した率（0.18％）により各年度の新規発生滞
納元金を計算し、回収不能額の7億円を5年度から32年度までに償却している。 なお、令和2年度末におけるリスク管理債権の残
高は65億円、貸倒引当金は58億円となっている（貸倒引当金／貸付金＝1.05％）。

　　令和4年度予算においては、財政投融資の対象事業に係る補助金等は計上されていない。
　　なお、過年度においては私立学校に対する低利融資を可能にし、その運用益で事務費等を賄うため、出資金が投入されている。
　  この出資金は、事業団の資本金となり貸付事業の財源となる。出資金の投入年度は、昭和27～平成13年度、21年度（補正予算）、
　　23年度（補正予算）、24年度（予備費、補正予算）及び26年度（補正予算）である。

第5条　2  政府は、必要があると認めるときは、予算で定める金額の範囲内において、事業団に追加して出資することができる。
　　　　  3  事業団は、前項の規定による政府の出資があったときは、その出資額により資本金を増加するものとする。

（試算前提）

年　　度 29 30 元 2 3 4 令和5年度以降



【政策コストの推移】

（単位：億円）

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

145 164 141 131 △1 △30 △15 △21 △39 △24

- - - - - - - - - -

△250 △179 △106 △121 △151 △210 △233 △142 △197 △196

395 343 246 252 150 180 218 121 158 171出資金等の機会費用

政策コスト分析結果の概要

年度

政策コスト（総額）

国の支出（補助金等）

国の収入（国庫納付等）

【政策コストの推移の解説】
 震災対応及び耐震化促進に対する長期低利融資を実施するため、平成23年度補正予算、24年度予備費及び補

正予算、26年度補正予算において政府出資金を受け入れたこと等の影響により、平成24年度から28年度の政策コ

スト（国からの出資金等の機会費用分）が増加。

 平成29年度は、耐震化促進に対する長期低利融資が終了したことや、前提金利の変更により国からの出資金等の

機会費用分が減少したこと等により、政策コストは減少。平成30年度は新規融資分によるコスト減少。令和元年度

は新規融資分にかかる事務費、分析期間延長による出資金の機会費用減少等によるコスト増加。令和2及び3年度

は新規融資分によるコスト減少。令和4年度は割引率の低下により、出資金等の機会費用の増加によるコスト増。

【政策コスト分析結果（令和4年度）に対する財投機関の自己評価】
 助成勘定で実施している貸付事業は財政融資資金等の借入金と政府出資による自己資金を貸付原資としており、

貸付回収額は借入返済額を上回る。そのため政策コスト分析においては、新規貸付を停止する令和5年度以降は

余裕資金が生じ、余裕資金の運用利回り如何によって財務収益に多寡が生じる。

 令和4年度決定ベースの割引率は3年度決定ベースと比較すると低下しているためコスト増の要因となる。

 マイナス金利政策導入前ケースについては、基準ケースと比較し、運用利回りが上昇するため名目ベースの政策

コストはマイナス461億円となりコスト減となるが、割引率が低下しているためコスト増となる。

 政策コスト分析では、貸付事業の原資として受け入れた1,087億円の出資金は分析最終年度に国庫納付するた

め、出資金納付時における割引率の低下はコスト増の直接的な要因となり、基本ケースとマイナス金利政策導入前

ケースを比較すると、割引後の政策コストは6億円のコスト増となる。

 貸倒償却額＋1％ケースについては、基準ケースと比較し、貸倒引当金繰入額が増大するため、国庫納付額が減

額となり、コストは0.6億円増大する。

 いずれにせよ、令和4年度の政策コスト分析結果は、感応度分析の結果を含めマイナスコストであり、財投対象事

業として健全性があるものと評価できる。
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25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

（単位：億円）

≪日本私立学校振興・共済事業団（助成勘定）≫
出資金等の機会費用

国の収入（国庫納付等）

国の支出（補助金等）

政策コスト（総額）

（注） 各年度の政策コストについて、推計に適用される金利等の前提条件は異なる。



　（参考）貸借対照表、損益計算書

貸借対照表（助成勘定） (単位：百万円)

科目 2年度末実績 3年度末見込 4年度末計画 科目 2年度末実績 3年度末見込 4年度末計画

（資産の部） （負債及び純資産の部）

流動資産 557,969 565,767 572,050 流動負債 61,269 60,208 55,803

　現金及び預金 16,757 17,300 17,405 　預り補助金等 900 - - 

　有価証券 2,300 1,300 1,300 　預り寄附金 14,578 14,593 14,604

　貸付金 540,997 550,354 556,503 　１年以内償還私学振興債券 5,000 5,000 - 

　貸倒引当金 △ 3,378 △ 3,408 △ 3,438 　１年以内返済長期借入金 40,381 40,256 40,823

　未収入金 1,057 1 1 　未払金 228 175 175

　未収収益 228 212 272 　未払費用 78 77 95

　貸倒引当金 △ 1 △ 1 △ 1 　未払法人税等 0 0 0

　賞与引当金見返 6 6 6 　引当金

　その他 2 2 2 賞与引当金 92 94 93

固定資産 5,630 6,046 5,949 　その他 12 12 12

　有形固定資産 1,336 1,284 1,232 固定負債 386,405 395,863 406,446

建物 640 592 542 　資産見返負債

構築物 3 3 3 資産見返補助金等 51 39 28

車両運搬具 1 1 1 　長期預り寄附金 549 498 463

工具器具備品 29 25 22 　私学振興債券 5,000 - - 

土地 663 663 663 　長期借入金 379,076 393,520 404,097

　無形固定資産 367 365 351 　引当金

ソフトウェア 367 365 351 退職給付引当金 1,729 1,805 1,859

電話加入権 0 0 0 （負債合計） 447,675 456,070 462,249

　投資その他の資産 3,927 4,397 4,367 資本金

投資有価証券 3,559 4,050 4,041 　政府出資金 108,678 108,678 108,678

破産更生債権等 2,743 2,743 2,743 資本剰余金

貸倒引当金 △ 2,375 △ 2,396 △ 2,417 　民間出えん金 5,415 5,416 5,417

その他 0 0 0 利益剰余金 1,831 1,648 1,656

　積立金 1,277 1,715 1,648

　当期未処分利益又は当期未処理損失(△) 555 △ 67 8

　（うち当期総利益又は当期総損失(△)) 555 △ 67 8

（純資産合計） 115,924 115,742 115,751

資産合計 563,599 571,812 578,000 負債・純資産合計 563,599 571,812 578,000

（注）1.貸借対照表には、政策コスト分析対象外事業に係る金額を含む。

　　　2.四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

損益計算書（助成勘定） (単位：百万円)

科目 2年度実績 3年度見込 4年度計画

経常費用 427,978 516,508 532,128

　業務費 426,087 513,329 531,517

　一般管理費 578 623 611

　雑損 1,314 2,556 - 

経常収益 428,117 516,441 532,136

　補助金等収益 398,398 487,151 505,025

　貸付金利息 5,308 4,596 4,973

　寄附金収益 23,078 22,111 22,110

　賞与引当金見返に係る収益 6 6 6

　資産見返負債戻入 7 12 12

　財務収益 0 0 0

　雑益 1,320 2,565 9

経常利益又は経常損失（△） 139 △ 67 8

臨時損失 1 0 0

　固定資産除却損 0 0 0

　前期損益修正損 1 - - 

臨時利益 417 - - 

　貸倒引当金戻入 397 - - 

　前期損益修正益 21 - - 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失(△) 555 △ 67 8

法人税、住民税及び事業税 0 0 0

当期純利益又は当期純損失(△) 555 △ 67 8

当期総利益又は当期総損失(△) 555 △ 67 8

（注）1.損益計算書には、政策コスト分析対象外事業に係る金額を含む。

　　　2.四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。


